
～居住者同士が協力して、
防災・減災対策に取り組みませんか？～

令和8年６月

葛飾区集合住宅防災マニュアル作成の手引き

自宅の安全が確認できる場合（特に水害時は事前
の準備が必須）に、住み慣れた自宅で生活を続ける
ことを在宅避難といいます。

マンションは、戸建てに比較して災害に強いとい
われる建物です。管理組合・各戸で役割分担し、事
前準備を進めることで、日常に近い生活を送れる可
能性が高くなります。
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災害の被害を最小限に抑えるためには、一人一人が日頃から災
害に対して備えるとともに、居住者同士が協力して防災・減災に取
り組むことが重要です。

マニュアル作成の3つの視点

まえがき マニュアル作成の３つの視点

4

１
２
３

できることから始めよう！
みんなで活動しよう！
誰もが参加しやすく、
継続できる方法で！



１．自主防災組織
（１）自主防災組織を立ち上げよう
災害対策は、建物の維持管理を目的とする管理組合（理事
会）が積極的に防災組織づくりを先導し、取り組むべき重要課題
です。自主防災組織の活動には、居住者の理解と協力が不可欠
であり、備蓄やマニュアル作成などの費用も発生することから、正式
な組織として理事会の専門組織に位置付けましょう。

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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（１）自主防災組織を立ち上げよう
立ち上げフロー

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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③ 管理組合の
合意を得たら検
討組織を結成し
ましょう！！

④ 自主防災組
織の編成と活動
案を検討しま
しょう！！

⑥ 意見を集約し
たら、修正案を作
成し、管理組合に
提出しましょう！

⑤ マンション
住民に案を配布
し、意見を聞き
ましょう！！

⑦ 管理組
合(理事会)
で決議

① 管理組合役員やマン
ションの住民に自主防災
組織の立上げについて話
してみましょう！！

② 協力的な人や役
員と一緒に管理組合
（理事会で）提案し
ましょう！！

 マンションの防災性
能の確認

 マニュアル作成に向
けた検討

 共助による備蓄 等



１．自主防災組織
（２）活動をスタートしよう
理事会で自主防災組織について決議したら、いよいよスタートで
す。活動の年間予算と活動計画を理事会に提出し、総会の承認を
受けましょう。

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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まずは、マニュアル作成の3つの視点に基づき、

頑張りすぎずに
スモールスタートで！



２．集合住宅の耐震性確保
阪神淡路大震災では、建物の倒壊等による圧死・窒息死が約

9割となっています。倒壊した建物の多くが旧耐震基準の建物です。
また、建物の倒壊により、道路が閉塞し、緊急車両の通行が妨げ
られると、消火や救助活動などに大きな影響を及ぼします。
〇 マンション耐震アドバイザー派遣制度（無料）
分譲マンションの管理組合に対し、耐震化事業に関する専門知識を有
する建築士の無料派遣を行っています。

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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※ 詳しくは区ホームページの「マン
ション耐震アドバイザー派遣制度」
というページをご覧ください。



３．設備関連の耐震対策
（１）エレベーターの停止と閉じ込め対策
建築基準法の改正により、平成21年9月28日から地震時管制
運転装置の設置が義務付けされました。初期微動（P波）を感知
したときに強制的にエレベー
ターを最寄り階に停止させて
乗客の閉じ込めを防止する
ものです。改正前に建築され
た共同住宅などでは、地震
時管制運転装置などによる
対策を検討しましょう︕︕

第1章 管理組合等が取り組む防災対策

9
※ 東京都都市整備局資料より



（１）エレベーターの停止と閉じ込め対策（続き）
エレベーターチェア（防災チェア）
地震などの災害時にエレベーター内に閉じ込められた場合、救助
までに長時間かかることが想定されます。利用者は、精神的にも肉
体的にも、大きなストレスとなります。中央防災会議の想定によると、
首都直下地震が発生した場合、約1
万2500人が閉じ込められると予測さ
れています。エレベーターチェアは、非
常用トイレとして使用できる他、飲料
水や食糧、ラジオ等を備蓄でき安心
して復旧・救助を待つことができます。

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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３．設備関連の耐震対策
（2）受水槽など設備の耐震化
東日本大震災では、受水槽のパネルの損傷により、復旧まで長
期（1年以上）を要するマンションもありました。
受水槽などの設備が最新の耐震基準を満たしているか確認して
みましょう︕︕

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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。



３．設備関連の耐震対策
（3）浸水対策
エントランスの浸水や地下電気設備を守るためには、止水板の設
置が有効です。

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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４．マンション共用部への地震保険の加入
（１）熊本地震時の分譲マンションの被害状況
（一社）マンション管理業協会が調査した熊本地震おける熊本
県内マンション被災状況（平成28年6月14日現在）をみると、
回答のあった566棟のうち、大破1棟、中破48棟、小破348棟、
被害なしは39棟となっています。

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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４．マンション共用部への地震保険の加入
（２）マンション共用部への地震保険の付帯率
関東大震災から100年を迎え、政府として地震保険の加入促進
に取り組むことが示されました。長年の普及啓発の効果もあって、
地震保険の加入者は、火災保険加入者のうち、地震保険を付帯
する割合は約7割となっています。一方、分譲マンション共用部の付
帯率は、いまだ5割に届
いていません。
管理組合として、地震
保険に加入するか検討
しましょう︕︕

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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５．防災の備え（備蓄）
共用部分で使用するなど各家庭では準備が難しい資器材等は、
管理組合等で購入・用意しましょう︕︕

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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おすすめ
＜個人＞＜管理組合＞備蓄品

◎（３日〜７日分）×水

◎（３日〜７日分）×食糧

◎（３日〜７日分）○（全住民の1日相当分）簡易トイレ

○（日常使用しているもの）◎（災害本部にて使用）本部運営事務用品

×◎救助道具

○（常備薬、軽症手当用）○（軽症手当用）救急医薬品

◎（生理用品・除菌シート等）×衛生用品

◎（５日〜７日分）×ペット用品

◎（３日〜７日分）×乳幼児用品
◎:十分に備蓄が必須 ○:一部備蓄 ×:備蓄しない



６．行政からの支援
（1）分譲マンション等の耐震助成について
昭和56年5月31日以前に建築された鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄
骨鉄筋コンクリート造で、用途が分譲マンションなどに対して、耐震診断、
耐震改修設計、耐震改修工事にかかる費用の一部を助成します。
助成金の内容

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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限度額助成の内容

150万円耐震診断
150万円耐震改修設計

2000万円耐震改修工事

※ 詳しくは区ホー
ムページの「非
木造住宅・緊急
輸送道路沿道建
築物の耐震化促
進事業」という
ページをご覧く
ださい。



６．行政からの支援
（2）浸水対応型拠点建築物等普及事業補助金について

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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６．行政からの支援
（3） 葛飾区職員出前講座

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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※ 職員出前講座
オンライン申請ホーム

５ 災害から生き延びるために
〜葛飾区民の心構え〜

※ マンション防災から、地震対策に
特化した内容など、ご要望に合わ
せ実施します。



６．行政からの支援
（4） 東京とどまるマンションの登録

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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東京都住宅政策本部民間住宅部マンション課

 登録マンション
を東京都がHP等
でPRします

 生活を継続しや
すいマンション
であることを住
宅所有者がPRで
きます

 登録情報が住ま
い選びをする方
の参考になりま
す



６．行政からの支援
（4） 東京とどまるマンション普及促進事業

第1章 管理組合等が取り組む防災対策
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１．防災マニュアルの作成
マニュアルには、災害対策本部の初動対応と各居住者が守るべき
ルールを記載します。各自がマニュアルに沿って冷静に行動すること
ができれば、混乱を最小限に抑えることができます。

第２章 防災マニュアルをつくろう
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ひな形

· 第一順位避難所（学校避難所等）との連携

二次元コード



１．防災
マニュアルの作成
（１）震災時
の基本的事項

第２章 防災マニュアルをつくろう
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１．防災マニュアルの作成
（２）対策本部の体制図

第２章 防災マニュアルをつくろう

自主防災組織の編成と活動（中・小規模マンション）

※初動は、災害対策本部全体で連携して、本部設置や防火、救出、安否確認等を行います。

23



１．防災マニュアルの作成
（３）居住者の知識を活用しよう

居住者の皆さんの中に、医療関係者や

福祉関係者、建築関係者などの専門的な

知識を持つ方がいる場合は、できる限り

その知識を活用し、災害対策本部の活動

に役立てましょう！！

第２章 防災マニュアルをつくろう
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第２章 防災マニュアルをつくろう
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１．防災マニュアルの作成
（３）地震発生後

の主な活動
イメージ



２．本部・初動対応フロー
発災直後の活動は災害対策本部全体で対応します。

第２章 防災マニュアルをつくろう
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地震が発生したら、まず自分の身や家族の安全を確保します。安全が確認出来た
ら、所定の場所に参集し、本部設置や初期消火、安否確認などに取組みます。

発災直後の初動活動（概ね６時間）

要員参集

本部立ち上げ

初期消火

安否確認の

実施

●本部員・各部員は所定の場所に参集し、本部を立ち上
げます。また、各部の部員が参集しているか確認し、
参集していない部員がいれば、他のものが代理となり
ます。

●各部屋の出火状況を確認し、出火している部屋があれば大き
な声で周囲に知らせ、初期消火を行います。火が天井に燃え
移るなど、手に負えない状況になった場合は、居住者を避難
させます。鎮火できない場合は、消防に連絡します。

●フロア担当と連携し、各戸の安否確認を行います。
安否確認シートが張り出されていない場合は、直接
確認します。フロア毎に集計し、本部に共有します。



２．本部・初動対応フロー（続き）

第２章 防災マニュアルをつくろう
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発災直後の初動活動（概ね６時間）

救出・救護

活動

建物の被害状況

の確認活動

●安否確認時などの際に負傷者を発見したら、直ちに救
出・救護します。措置が難しい場合は、医療救護所に
搬送します。（※症状によっては、無理に動かさず、
医師や看護師など専門家に相談しましょう。

●建物の被害状況を確認し、情報部に連絡します。ま
た、危険箇所には立入り制限のため表示します。



２．本部・初動対応フロー（続き）

第２章 防災マニュアルをつくろう
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３．情報部・初動対応フロー

第２章 防災マニュアルをつくろう
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３．情報部・初動対応フロー（続き）

第２章 防災マニュアルをつくろう
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４．救護部・初動対応フロー

第２章 防災マニュアルをつくろう
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軽症者などの

見守り

軽症者などの

見守り



５．物資部・初動対応フロー

第２章 防災マニュアルをつくろう
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○○○災害時給水ステーション※¹

○○○生活用水（給水井戸）※²

※¹ ※²

近隣のステーション等を
マニュアルに記載しましょう



6．建物の
安全確認

（１）全体・
内部

第２章 防災マニュアルをつくろう
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又は



6．建物の安全確認
（２）設備・

セキュリティー

第２章 防災マニュアルをつくろう
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7．排水のルール
マンションのトイレや台所の流し、浴槽は、1本の排水管でつながってい
ます。排水管が破損すると、逆流などにより、下層階で汚水が溢れるなど、
2次的な被害が想定されます。
事業者による排水管の点検が終了するまでは、トイレの水などは流さな

いよう、災害時のマンションのルールとして取り決めましょう︕︕

第２章 防災マニュアルをつくろう
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8．安否確認のルール
かつしかわたしの便利帳の防災
ガイドでは、「安否確認シート」を
活用した安否確認の仕組みづくり
を推奨しています。
フロアー毎に行うなど、工夫して
進めましょう︕︕

第２章 防災マニュアルをつくろう
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8．安否確認のルール

第２章 防災マニュアルをつくろう
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フロアタイプ
各階ごと（複数階ごと）に各
住戸の安否確認を行います

団地タイプ
各階室ごとに各住戸の安否確
認を行います



9．居住者名簿の作成と管理・運用のルール
災害用の居住者名簿を作成しておくと、安否確認や閉じ込められた方
の救出などを迅速に行うことができます。また、プライバシーを守るため、
管理・運用ルールを定めましょう︕︕

第２章 防災マニュアルをつくろう
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10．設備の活用
（１）貯水槽の活用
首都直下地震の被害想定では、水道
の断水率は60％を超えています。本区
の第一順位避難所では、断水率が高い
ことを踏まえ、震度6弱以上の地震が発
生した場合には、ポンプの電源を切り、
受水槽の水を活用し、飲料水の一部を
確保することとしています。
事前対策として、写真のような蛇口を
設置を検討しましょう。

第２章 防災マニュアルをつくろう
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・災害用給水蛇口は脱着方式で地震
災害時のみ装着。

水抜き配管に災害用給水蛇口を設置
した事例



10．設備の活用
（２）汚水桝（敷地内）の活用
マンションにおける災害用トイレの
確保策として、マンション敷地内の管
理用汚水桝を活用して、マンホール
トイレとする取組があります。
マンホールトイレ用の便座やテント
が必要となりますので、検討をしてみ
ましょう︕︕

第２章 防災マニュアルをつくろう
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11 ．緊急時の連絡先

第２章 防災マニュアルをつくろう
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12．震災時アクションカード
小世帯集合住宅（10世帯未満）などにおいて、事前に自主防
災組織を立ち上げ、マニュアルの作成が難しい場合の最低限の取
組としてまとめたものです。マンションにおける災害発生時のルール
などを検討し、ひな形を用いて震災時アクションカードを作成しま
しょう︕︕

第２章 防災マニュアルをつくろう
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震災時
アクションカード
（自助編）

震災時
アクションカード
（共助編）
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12．震災時アクションカード
発災時の行動の流れ

第２章 防災マニュアルをつくろう

アクションカード（自助編）の活用
（各世帯・自身の身の安全の確保など）

同フロアなどの安否確認（協力者の確保）

集合場所へ集合

アクションカード（共助編）ボックスを開ける

43



13 ．水害対策を検討する上でのポイント
① 止水板の設置などの事前準備については、自主防災組織の中

で積極的に検討をしていきましょう︕︕
② 集合住宅にとどまる可否については、世帯の状況によって判断が

異なるので、共通ルールではなく、世帯ごとに決定しましょう︕︕
例︓１階にお住まいの方→避難所への避難、上階の友人宅への避難など

人工透析など継続的な医療が必要な世帯→浸水しない地域への水平避難

③ 水平避難する方は、近隣のお宅にそのことを伝えましょう︕︕
④ マンションにとどまる判断をした方で、協力して在宅避難ができる

よう、浸水しない階に災害対策本部を設置するなど、最低限の
ルールづくりを進めましょう︕︕

第２章 防災マニュアルをつくろう
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1 ．基本的な考え方

一人一人の取り組みが
マンション全体の防災力を高めます︕︕

建物が頑丈であるという特徴を生かして、災害後も避難所へ行かずにマン
ションでの生活を継続するには、各戸で行う防災対策が欠かせません。
各戸の取組によって、マンション全体の被害を軽減することができます。

第3章 各戸が取り組む防災対策
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2 ．室内の地震対策

第3章 各戸が取り組む防災対策
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家具を配置する場所を見直しましょう！



2 ．室内の地震対策

第3章 各戸が取り組む防災対策
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家具などの転倒や物品の飛出しを防止しよう！

棚へのネット
の設置



３ ．備蓄の推進

第3章 各戸が取り組む防災対策
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ライフラインの停止の備え



３．備蓄の推進

第3章 各戸が取り組む防災対策
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ライフラインの停止の備え

。

。



３ ．備蓄の推進

第3章 各戸が取り組む防災対策
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ライフラインの停止の備え



３ ．備蓄の推進

第3章 各戸が取り組む防災対策
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ライフラインの停止の備え



３ ．備蓄の推進

第3章 各戸が取り組む防災対策
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ローリングストックの推進



４．避難先の確認
マンションは堅牢な建物ですが、災害の規模や事前対策の状況などに
よっては、避難が必要となる場合があります。また、災害の種類により、避
難場所も異なります。やむを得ず避難することとなったときに行く場所を家
族で決めておきましょう。また、避難するときに必要なものをまとめた、非常
用持ち出し袋を準備しましょう。

第3章 各戸が取り組む防災対策
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水害ハザードマップ 地震時の避難先



５．安否確認の方法
家族が別々の場所にいるときに、災害が発生することがあります。
災害時は、電話やネットが繋がりにくくなるため、安否確認ツールの使い
方を家族で確認しておきましょう。

第3章 各戸が取り組む防災対策
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災害用伝言ダイヤル
（171）

災害用伝言板
（WEB171）

相互連携



第3章 各戸が取り組む防災対策
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６．情報収集の方法
災害時は、信頼できる情報に基づいて行動することが大切です。テレビ、
ラジオ、SNS,インターネットなど様々な手段を使って情報収集しましょう。
● 葛飾区防災ポータルサイト「かつラッパ」

避難情報や避難所情報など、様々な防災情報を確認できます。

● 防災行政無線

区内131ヵ所に屋外スピーカーを設置しており、

サイレンを鳴らして緊急・災害情報などをお知らせします。

● 防災行政無線電話案内サービス（0800-800-0657）

防災行政無線の放送内容を電話から音声で確認できます。

● NHK「ｄ」ボタン

河川の水位や雨量のほか、避難情報や避難所開設情報などが確認できます。

● かつしかFM（78.9MHz）

避難情報や避難所開設情報などが確認できます。



６．情報収集の方法

第3章 各戸が取り組む防災対策
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7．在宅避難ガイド
自宅の安全対策や備蓄品など、在宅避難のポイントを確認し、平
時の備えを進めましょう。

第3章 各戸が取り組む防災対策
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１．地域との連携

第4章 地域との連携
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自治町会では地域防災力向上に向け、地震体験、初期消火、応急救護、
炊き出しなどに加え、区と連携し、避難所運営訓練などを進めています。
自治町会と連携した取組を進めることで、マンションの防災力向上に繋
がります。



１．地域との連携

第4章 地域との連携
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２．自治町会とマンションにおける連携事例（１）

第4章 地域との連携
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水害時の垂直避難先の
確保だけでなく、地震
時の避難所を拠点とし
た連携などについて、
協定を締結しました。



２．自治町会とマンションにおける連携事例（２）

第4章 地域との連携
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金町常盤町会東新小岩七丁目町会

赤旗・白旗による安否確認の仕組みを導入
し、水害時には物資支援などを町会が行え
るようエンジン付きボートを購入し訓練を
継続

町会内の中小規模マンションを
対象に、マンション連絡会を開
催し、相互の連携を強化すると
ともに、マンション防災の推進
に向け、取り組んでいる。



２．自治町会とマンションにおける連携事例（３）

第4章 地域との連携
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柴又北野町会とガーデンプラザ柴又自治会

わたしの便利帳
防災ガイド推奨



第4章 地域との連携
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葛飾区地域振興部 地域振興課 地域活動推進係


